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I 特集 自本の学校経営理論の再検討
1 .はじめに
学校経営理論の基盤構築と今日の問題状況
一特集テーマの解題とその課題-
京都教育大学堀内 孜
本誌第17巻は，本研究会を創設された故吉本二郎教授を追悼し，教授の学的業績を批判的に検
討するものとして「再考・吉本学校経営学」を特集としたが，多くの同学の士より感想、，意見，
批判を頂戴した。それは吉本教授の主著『学校経営学Jに代表される1960年代の学校経営研究の
成果が，今日の理論研究においても大きな意味をもっていることを示しているO
学校の経営管理が理論的対象となったのは，言うまでもなく戦前の国家体制から学校教育が解
放されたことを契機としている。つまり個々の学校や教員が自主的にその活動を計画し，実施す
ることを前提として初めて，その経営管理の在り方が学的な研究対象となりえたのである。だが
戦後の教育改革，教育行政改革が戦前の教育体制からして余りにラジカルであったこと，そして
民主化，地方分権化，専門化をj京理とする教育委員会制度が定着する間もなく，地教行法による
新たな「管理秩序Jの導入が図られたこと，更にまた教育学研究者の側においても戦前において
主流であった哲学的，倫理学的な教育学からの転換が早急にできなかったことにより，科学的な
学校の経営管理理論の形成，確立には一定の時間が求められることとなったのである。
学校経営研究の成果が1960年代に世に関われるようになったのは，以上のような背景があって
のことと理解されるが，その後4半世紀を経た現在における研究がこれらの成果の上で展開され
ていることもまた事実である。本特集は， こうした理解に立って1960年代に公刊された学校経営
研究の諸成果を， I日本の学校経営理論の再検討」と題して検討することを課題とする O
具体的には， 1.持田栄一『教育管理J1961年， 2. 高野桂一『学校経営の科学一人間関係と
組織の分析-J 1961年， 3. 伊藤和衛『学校経営の近代化入門-経営合理化の理論と実際J1963 
年， 4. 吉本二郎『学校経営学J1965年， 5.市JI昭午『学校管理運営の組織論-現代教育の組
織論的研究J1966年，の 5著作を対象としたが勿論これらが「日本学校経営理論Jの全てではな
いし， これらに代表されることに異論がないわけでないことも確かといえよう。また狭義の「学
校経営研究Jとこれらの著作が対象とした領域が必ずしも一致しているわけではな Cio だが本編
集委員も含めて現在学校経営研究に従事しているものの多くが，これらの著作， というよりもこ
れらの著者の研究成果に多くを負っていることは確かであり，また上述したように 4半世紀を経
た今自もなお，多くの学校経営研究の基盤となっている。
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2. 今日の学校経営研究と本特集の位置
上記の諸著作が公子IJされた1960年代以降現在に至るまで，学校経営研究は教育政策，教育行政
の課題に対応する形において，その盟論的課題，対象を設定してきた。つまり学習指導要領の改
訂に伴う教育課程経営論や，主任制の導入による校内組織論，そしてまた教員研修施策の展開に
よる研修運営論といったテーマが主要に論じられてきた。+=校経営研究が主要に対象としてきた
公立義務教育学校が，その経営管理の基本を法や行政に委ねていることから， このような研究指
向は当然に求められるものといえる。また生涯教育・学習の振興や教育改革の具体化に伴う学校
や学校経営の改革・改善の在り方を理論的に I~司うことも当然といえよう。
だが同時に1960年代に提起された学校経営の理論的諸課題が更に深められ，解決されることは
重要な問題であった。それは「学校経営Jの概念、や主体構造から学校経営組織の「重層構造性」
と「近代化Jr現代化」の在り方，また公教育体制下における教育行政と学校経営の関係性等に
関する諸問題といえるが，集約的な論議が十分になされてきたとはいえない。勿論，個々の問題，
領域について掘り下げる理論的作業が続けられてきたことは確かであるが，全体として拡散化さ
れているのが今日的状況であろう。
こうした理論的課題と現実的，実践的，具体的な諸問題とは相互に関連づけられて解明される
べきものであるが，その作業の遅滞は否定しがたい。このため学校経営に関する諸研究を原理的
な次元で問い返そうとする時， 1960年代の研究成果に立ち返ることが必要とされる状況にある。
だが上述した拡散化状況にあって， これらの成果へのアクセス自体が容易でなくなりつつあるこ
とも確かであり， r学校経営学教育」の課題としても検討されるべきといえよう。
本特集が設定されたのも， こうした学校経営研究の今iヨ的状況を背景としてではあるが， この
ことに対して本研究会会員も含めて現在の学校経営の研究主体の責任が関われるといえるのでは
ないだろうか。この点からしても， ここでこれらの諸著作が現在においても持っている学f内意義
を確認することの意味は決して小さくはないと思われる。
3. 本特集の構成と特質
本特集は，先にあげた 5人の研究者の「代表作Jを取り上げ，批判的に検討することを企図し
たものである。だがこの「代表作Jという「認定jは，著者自身によるものではなく，本編集委
員会の判断によっているO だがこれらが各氏の理論構築にとってエポ y クとなった著作であると
ともに，その後の学問的影響力という点においても評価の定まったものであることは確かであろ
つ。
第一の持田栄一著『教育管理』は，その後の氏の「近代公教育分析Jの始点となったもので，
教育の組織化過程二国家による教育の包摂過程を歴史一論理的に解明することを課題としているO
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この意味において，本書は狭義の「学校経営出論」を放ったものとはいえないが， 1956年の地教
行法制定以降のわが国の学校経営が， それによるナシヨナル.レベ jルレにおける教育の効率自が的ペ守.Ji速E豆;?
の実現，そしてこうした教育の「函家管出」を一つの基椴とする1960年代の高度経済成長を与件
として民間されてきたことから，本書:の示した訟識，少なくともその課題設定が学校経営研究に
とって大きな志味を持つものであったことは確認できるであろう。
第二の高若校経営の科学 人IM'J関係と組織の分析-Jは，経営学担論における「人
間関係論」をJ.llil手く学校経営に取り入れたものであり，氏の f学校経営の科学J= I学校経営の
現代化論jの基礎は本書によって形成されたといえるO また狭い意味における i人間関係論jと
してだけではなく，本書はその後「学校経営理論の科学化jを牽引してきた氏の学的作業を分析
する i二て、のキー@ブックとしても捉えることができょう。
第三の伊藤和衛著『学校経営の近代化入門-経営合理化の理論と実際Jは，その後の宗像誠也
との「重層構造・単層構造論争」で知られるが，それ以上に本書がテーラーリズムに依拠しつつ
も学校を組織として客観的な分析対象としたことに特徴づけられる O 確かにその組織鋭は現在か
らすればプリミティブで機械論的なものであったが，アメリカの経営組織理論がテーラーの「科
学的管理法jからスタートしたように，学校の経営管理を埋論化するjこで最も基本的な枠組みを
提示したものと理解すべきであろう。
第四の吉本二郎著『学校経営学』については，既に第17巻の特集において多面的に検討したと
ころであるが，逸平くバーナードの経営理論を学校経営に取り入れ，公教育組織体としての個々
の学校を組織経営単位として捉え，意思決定論を軌として展開したものといえるO
最後の市JIIJ百午著『学校管理運営の組織論一現代教育の組織論的研究』は他の著作と趣を異と
している。つまり積極的に自説を展開するという方法ではなく，上記の著作，著者を含めてそれ
までの学校経営論を批判的に検討することで，理論的な問題点の分析と学校経営理論構築の課題
を提起したものであり，その価値は高く評価されるべきといえよう。何故ならば， このような批
判的作業こそが「学校経営理論」を科学化する上で不可欠であるからである。
本特集において，本研究会の中堅，若手会員が以上の 5著作を分担して批判，検討するが，そ
れは自ら評する者の研究燈と研究関心，課題が表明されることになるであろう。ここで示される
分析，認識に対して，多くの方からご講評いただければ，本特集の趣旨が更に生かされることと
思われるO また今後こうした優れた研究業績が短期間に集中して刊行された背景と戦後学校経営
研究史における位置づけを明らかにすることが必要とされようが，本特集がその第一歩となれば
幸いである O
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